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通達甲人少第35号

令和６年８月22日

本部内各部課長

警 察 学 校 長 殿

各 警 察 署 長

茨城県警察本部長

茨城県少年指導委員運営要綱の改正について

茨城県少年指導委員の運営については、茨城県少年指導委員運営要綱（平成24年12

月18日付け通達甲少第31号別添）により実施してきたところであるが、この度、同要

綱の一部を改めたので、事務処理上誤りのないようにされたい。

なお、茨城県少年指導委員運営要綱の制定について（平成24年12月18日付け通達甲

少第31号）は、廃止する。

記

主な改正点

１ 「生活安全部少年課長」を「生活安全部人身安全少年課長」に改めた。

２ 茨城県少年指導委員推薦書、茨城県少年指導委員解嘱上申書及び身分証明書再交

付申請書における公印の押印を廃止した。
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別添

茨城県少年指導委員運営要綱

第１ 趣旨

この要綱は、茨城県少年指導委員運営規則（昭和60年茨城県公安委員会規則第11

号。以下「運営規則」という。）第７条の規定に基づき、茨城県少年指導委員（以

下「少年指導委員」という。）の運営に関し必要な事項を定める。

第２ 委嘱手続

１ 警察署長（以下「署長」という。）は、次に掲げる要件を満たす者を茨城県公

安委員会（以下「公安委員会」という。）に推薦すること。推薦に当たっては、

当該活動区域内の市町村に居住し、当該活動区域の実情に精通する者の中から適

任者を選定すること。

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号。

以下「法」という。）第38条第１項に規定する要件を満たしていること。

(2) 委嘱時の年齢が75歳未満の者であること。

２ １の推薦は、茨城県少年指導委員推薦書（別記様式第１号）により行うこと。

第３ 配置

少年指導委員の配置先は、運営規則第４条に規定する活動区域を管轄する警察署

とする。

第４ 少年指導委員名簿

生活安全部人身安全少年課長及び少年指導委員の活動区域を管轄する署長は、少

年指導委員名簿（別記様式第２号）を備え付け、委嘱又は解嘱の都度整理しておく

こと。

第５ 住民への周知

少年指導委員規則（昭和60年国家公安委員会規則第２号。以下「規則」という。）

第２条第２項に規定する関係住民への周知は、茨城県報に登載して行うこと。

第６ 講習

署長は、公安委員会が自署の管轄区域内を活動区域とする少年指導委員を委嘱し

たときは、規則第７条の委嘱時研修が行われるまでの間に、当該少年指導委員に対

し少年指導委員の心構え、職務、活動要領、風俗営業等の実態等について講習を行

うこと。



- 3 -

第７ 解嘱手続

署長は、自署の管轄区域内を活動区域とする少年指導委員が、法第38条第６項各

号のいずれかに該当するに至ったと認めるときは、公安委員会に対し解嘱事由に該

当する事実を明らかにして、茨城県少年指導委員解嘱上申書（別記様式第３号）に

より当該少年指導委員の解嘱を上申すること。

第８ 身分証明書及び少年指導委員記章

１ 署長は、公安委員会が自署の管轄区域内を活動区域とする少年指導委員を委嘱

したときは、運営規則第６条第１項に規定する身分証明書及び少年指導委員記章

（別図。以下「記章」という。）を交付すること。ただし、法第38条の２第４項

に規定する身分証明書（以下「立入り用身分証明書」という。）は、署長が管理

し、少年指導委員が風俗営業所等への立入りを実施する際に、当該少年指導委員

に交付すること。

２ 少年指導委員は、その活動を行う際は、記章を上衣の見やすいところに装着す

ること。

第９ 身分証明書等の取扱い

１ 少年指導委員は、自己に交付された第８の１の身分証明書及び記章（以下「身

分証明書等」という。）を他人に貸与し、又は譲渡してはならない。

２ 少年指導委員は、身分証明書等の遺失、紛失、盗難等の事故の防止に万全を期

さなければならない。

第10 身分証明書等の再交付

１ 少年指導委員は、身分証明書等を破損し、又は紛失したときは、速やかに署長

に報告しなければならない。

２ 署長は、少年指導委員から１の報告を受けたときは、その事情を調査し、必要

があると認めたときは、身分証明書再交付申請書（別記様式第４号）により、再

交付の手続をとること。

第11 身分証明書等の返納

署長は、自署の管轄区域内を活動区域とする少年指導委員がその身分を失ったと

きは、速やかに身分証明書等を回収し、生活安全部長を経由して公安委員会に返納

しなければならない。

第12 立入り
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１ 運営規則第５条第１項の指示は、風俗営業の営業所等への立入り指示書（別記

様式第５号。以下「指示書」という。）により行うこと。

２ 運営規則第５条第２項の報告は、風俗営業の営業所等への立入り実施結果報告

書（別記様式第６号。以下「立入り報告書」という。）により行うこと。

３ 立入り報告書には、指示書の写し及び参考となる資料を添付し、署長及び生活

安全部長を経由して公安委員会に報告すること。

４ 少年指導委員は、立入り用身分証明書を、立入り終了後速やかに署長に返納す

ること。

第13 指導及び助言

署長は、少年指導委員が職務を遂行するに当たっては、適切な指導と助言を行う

こと。

第14 受傷事故の防止

少年指導委員は、職務を遂行するときは、周囲の状況、関係者の動静及び言動等

に特段の注意を払い、受傷事故の防止に努めること。

第15 活動の記録

１ 少年指導委員は、職務を遂行するときは、あらかじめ警察署に活動内容を連絡

するとともに緊密な連携を取ること。

２ 署長は、１の活動が終了したときは、その活動概要等を茨城県少年指導委員活

動記録簿（別記様式第７号）に記録し、保管すること。

＜別図、別記様式略＞


